
⑹　危機管理センターの運用
ア　概　　要
危機管理センターは、平成28（2016）年９月28日県庁北庁舎内に開所し、原子力災害
をはじめ様々な災害や危機事象から、県民の安全・安心を守る防災拠点として機能して
いる。
危機管理センターでは、災害発生時に災害対策本部を速やかに立ち上げるとともに、
警察・消防・自衛隊等の防災関係機関が一堂に会して、災害に関する情報を集約・共有
し、速やかに対応方針を決定することにより、迅速かつ的確な災害対応を実現する。
また、平時においては、危機管理センターを活用し、有事に備え各種訓練や県民向け
の防災講座を実施し、地域防災力の向上に寄与している。

イ　特　　徴
（ｱ）災害に強い建築物
　危機管理センターが所在する県庁北庁舎は免震構造となっており、地震による被害を
最小限に抑え、防災拠点として速やかに始動できるようにしている。
　また、被災による停電に備え、無停電電源装置及び非常用発電設備を設置している。
（ｲ）活動スペースの常設化
　災害対策本部会議室や事務局の活動スペースを常設し、災害や危機事象が発生した際
に、速やかな初動対応を可能としている。
（ｳ）情報共有機能の充実
　福島県総合情報通信ネットワークシステムや緊急時連絡網システムによる通信設備
（電話・ファクシミリ・TV会議機器）、衛星携帯電話を配備するなど通信手段の多重
化を図っている。
　また、災害対応のため参集した防災関係機関との会議の様子や被災状況など、テレビ
会議等を通じて即座に情報共有を図るため、センター内各室に映像ディスプレイや音響
機器を設置している。

第４　東日本大震災の被害状況及び県内の
原子力発電所事故の概要等について

１　東日本大震災の被害状況
⑴　県内の震度
平成23（2011）年３月11日14時46分、三陸沖を震源とするマグニチュード9.0の地震

が発生し、宮城県栗原市で震度７、福島県、宮城県、茨城県、栃木県の４県37市町村で
震度６強を観測したほか、北海道から九州地方にかけての広い範囲で震度６弱～１を観
測した。その揺れは、６分以上も続き、震度４以上の揺れが190秒を観測した地点（い
わき市小名浜）があるほか、最大加速度では、鏡石町において1,435galを観測した。さ
らに、この地震に伴い、相馬市では高さ9.3ｍ以上の非常に高い津波を観測した。な
お、マグニチュード9.0は国内観測史上最大規模の地震であった。
また、本震に伴い地殻変動が発生し、水平変動量では、相馬市が2.7ｍ東へ移動した

ほか、上下変動量では、いわき市で0.5ｍ沈下した。

テレビ会議設備福島県危機管理センター

表　地震の震源及び規模等

地 震 名 平成23年東北地方太平洋沖地震
発生時刻 平成23（2011）年３月11日㈮14時46分
発生場所 北緯38度06.2分　東経142度51.6分　深さ24㎞
規　　模 マグニチュード9.0（モーメントマグニチュード）
最大震度 ７（宮城県栗原市）
発震機構 西北西－東南東方向に圧力軸を持つ逆断層型

表　県内の市町村で観測された震度

震度６強 白河市、須賀川市、国見町、天栄村、富岡町、大熊町、浪江町、鏡石町、

震度６弱 福島市、二本松市、本宮市、郡山市、桑折町、川俣町、西郷村、矢吹町、

震度５強

中島村、玉川村、小野町、棚倉町、伊達市、広野町、浅川町、田村市、

楢葉町、双葉町、新地町

大玉村、泉崎村、矢祭町、平田村、石川町、三春町、葛尾村、古殿町、
いわき市、川内村、飯舘村、相馬市、南相馬市、猪苗代町

会津若松市、会津坂下町、喜多方市、湯川村、会津美里町、磐梯町

※その他県内で震度５弱～を観測
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⑵　県の被害状況
ア　県内の人的被害
最大震度６強を観測した地震及び9.3ｍ以上を観測した津波により、中通り、浜通りを
中心として、多数の死傷者がでた。また、本県においては、原発事故により、広範囲の地
域の住民が避難生活を余儀なくされた。避難生活は長期にわたり、避難によるストレスや
持病の悪化等が原因の死亡など、被災県で最も多くの震災関連死が認定されている。

死　　　者 4,181人 （うち震災関連死2,350人）
行方不明者 0人 
重　傷　者 20人 
軽　傷　者 163人 （令和８（2026）年２月１日現在）

※死亡届等が出されている行方不明者は死者として計上している。

・　直接的・物理的死者（直接死）（弔慰金の調査表からわかるもののみを記載）
災害弔慰金支給対象者のうち津波での溺死等による死者・行方不明者が直接死全体

の９割超だった。
・　間接的死者（震災関連死）

震災関連死（災害発生からある程度の期間をおいて亡くなられた方のうち、市町
村において災害と何らかの因果関係があると認定されたもの。）とされた方が県内で
2,350人確認されている（令和８（2026）年２月１日現在）。そのほとんどは65歳以
上の高齢者である。
復興庁の調査によると、東日本大震災における震災関連死者数は、全国で3,810人

（令和７（2025）年12月31日現在）である。岩手県及び宮城県と比べ、本県の震災関
連死の原因は「避難所等への移動中の肉体・精神的疲労」の割合が大きい。これは、
原発事故に伴う遠方への避難や複数回に及ぶ避難所移動等による影響が大きいと考え
られる。

イ　県内の住家被害
最大震度６強を観測した地震及び9.3ｍ以上を観測した津波により、中通り、浜通り
を中心として、多数の住家被害が発生した。

全　　壊　　　15,600棟
半　　壊　　　87,355棟
一部破損　 　140,060棟
床上浸水　　 　1,061棟
床下浸水　　　　351棟

（令和８（2026）年２月１日現在）

⑶　避難指示区域について
令和８（2026）年３月31日時点の福島県内の避難指示区域は下記のとおり。

県避難地域復興作成「避難指示区域の概念図」より引用
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⑵　県の被害状況
ア　県内の人的被害
最大震度６強を観測した地震及び9.3ｍ以上を観測した津波により、中通り、浜通りを
中心として、多数の死傷者がでた。また、本県においては、原発事故により、広範囲の地
域の住民が避難生活を余儀なくされた。避難生活は長期にわたり、避難によるストレスや
持病の悪化等が原因の死亡など、被災県で最も多くの震災関連死が認定されている。

死　　　者 4,181人 （うち震災関連死2,350人）
行方不明者 0人 
重　傷　者 20人 
軽　傷　者 163人 （令和８（2026）年２月１日現在）

※死亡届等が出されている行方不明者は死者として計上している。

・　直接的・物理的死者（直接死）（弔慰金の調査表からわかるもののみを記載）
災害弔慰金支給対象者のうち津波での溺死等による死者・行方不明者が直接死全体

の９割超だった。
・　間接的死者（震災関連死）

震災関連死（災害発生からある程度の期間をおいて亡くなられた方のうち、市町
村において災害と何らかの因果関係があると認定されたもの。）とされた方が県内で
2,350人確認されている（令和８（2026）年２月１日現在）。そのほとんどは65歳以
上の高齢者である。
復興庁の調査によると、東日本大震災における震災関連死者数は、全国で3,810人

（令和７（2025）年12月31日現在）である。岩手県及び宮城県と比べ、本県の震災関
連死の原因は「避難所等への移動中の肉体・精神的疲労」の割合が大きい。これは、
原発事故に伴う遠方への避難や複数回に及ぶ避難所移動等による影響が大きいと考え
られる。

イ　県内の住家被害
最大震度６強を観測した地震及び9.3ｍ以上を観測した津波により、中通り、浜通り
を中心として、多数の住家被害が発生した。

全　　壊　　　15,600棟
半　　壊　　　87,355棟
一部破損　 　140,060棟
床上浸水　　 　1,061棟
床下浸水　　　　351棟

（令和８（2026）年２月１日現在）

⑶　避難指示区域について
令和８（2026）年３月31日時点の福島県内の避難指示区域は下記のとおり。

県避難地域復興作成「避難指示区域の概念図」より引用

― 49 ―



２　県内の原子力発電所事故の概要7

震災発生時、福島第一原子力発電所で運転中の３基の原子炉８は緊急停止したが、地
震により外部電源を喪失した。さらに、施設設計上の想定を上回る津波により発電所施
設は大きな影響を受けた。
また、福島第二原子力発電所で運転中の４基の原子炉は自動停止し、地震や津波によ
り発電所施設が影響を受けたが、外部電源の一部を維持することができたことなどか
ら、福島第一原子力発電所よりも被害は小さかった。

⑴　福島第一原子力発電所
福島第一原子力発電所で運転中だった１～３号機は、地震により緊急停止した。
地震の影響により受電遮断器の損傷や鉄塔の倒壊等が生じ、全回線９が受電できなく
なり、１～６号機の全てが外部電源喪失に陥った。
外部電源を喪失したため、全号機において非常用ディーゼル発電機が起動し、電源が
確保された。ディーゼル発電機は１～５号機の各号機に２台ずつ、設計が比較的新しい
６号機には３台設置されていた。
地震発生から約50分後に到達した津波により、海側に設置された屋外設備が使用不能
となり、原子炉が設置されている敷地10のほぼ全域が浸水した11。
１～４号機タービン建屋への浸水により、地下階に設置されていた水冷式非常用
ディーゼル発電機が使用不能となった。２、４号機は共用プール建屋に空冷式ディーゼル
発電機を１台ずつ備えていたが、共用プール建屋地下階の電源盤が被水したため、使用
不能となった。
また、１～４号機タービン建屋地下階にあった電源盤の大部分が被水し使用不能となっ
た。５～６号機のディーゼル発電機は被水しなかったが、水冷式であった５号機の２台と
６号機の２台のディーゼル発電機は、冷却用の海水を取水する設備が使用不能となり、動
作を停止した。６号機の空冷式ディーゼル発電機１台のみ津波の後も動作を継続した。
外部電源に加えて非常用交流電源、非常用直流電源を失ったことにより、福島第一原
子力発電所は原子炉への注水やプラント状態の監視・計測機能等の安全上重要な機能の
大部分を失った。

７ 事故概要については、東京電力㈱福島原子力発電所における事故調査・検証委員会（政府事故
調）報告書や東京電力㈱福島原子力事故調査報告書から一部引用している。

８ 福島第一原子力発電所４～６号機は定期検査で停止中だった。
９ 外部電源の供給は、新福島変電所からの大熊線１～４Ｌ、夜の森線１～２Ｌ、東北電力からの東
電原子力線の全７回線があったが、地震発生時、大熊線３Ｌは工事中、東電原子力線は普段使用
していなかった。使用可能であった５回線は全て受電できなくなった。

10 原子炉が設置されている敷地は、海抜約8.5ｍの高さにあるため8.5ｍ盤と呼ばれる。この他、免震
重要棟などが設置されている33.5ｍ盤、海水取水設備等が設置されている2.5ｍ盤がある。

11 東京電力が平成25（2013）年12月13日に公表した「福島原子力事故における未確認・未解明事項
の調査・検討結果」（以下「未解明事項調査」という。）において、電源喪失と津波到達はほぼ
同時であったことが報告されている。
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２　県内の原子力発電所事故の概要7

震災発生時、福島第一原子力発電所で運転中の３基の原子炉８は緊急停止したが、地
震により外部電源を喪失した。さらに、施設設計上の想定を上回る津波により発電所施
設は大きな影響を受けた。
また、福島第二原子力発電所で運転中の４基の原子炉は自動停止し、地震や津波によ
り発電所施設が影響を受けたが、外部電源の一部を維持することができたことなどか
ら、福島第一原子力発電所よりも被害は小さかった。

⑴　福島第一原子力発電所
福島第一原子力発電所で運転中だった１～３号機は、地震により緊急停止した。
地震の影響により受電遮断器の損傷や鉄塔の倒壊等が生じ、全回線９が受電できなく
なり、１～６号機の全てが外部電源喪失に陥った。
外部電源を喪失したため、全号機において非常用ディーゼル発電機が起動し、電源が
確保された。ディーゼル発電機は１～５号機の各号機に２台ずつ、設計が比較的新しい
６号機には３台設置されていた。
地震発生から約50分後に到達した津波により、海側に設置された屋外設備が使用不能
となり、原子炉が設置されている敷地10のほぼ全域が浸水した11。
１～４号機タービン建屋への浸水により、地下階に設置されていた水冷式非常用
ディーゼル発電機が使用不能となった。２、４号機は共用プール建屋に空冷式ディーゼル
発電機を１台ずつ備えていたが、共用プール建屋地下階の電源盤が被水したため、使用
不能となった。
また、１～４号機タービン建屋地下階にあった電源盤の大部分が被水し使用不能となっ
た。５～６号機のディーゼル発電機は被水しなかったが、水冷式であった５号機の２台と
６号機の２台のディーゼル発電機は、冷却用の海水を取水する設備が使用不能となり、動
作を停止した。６号機の空冷式ディーゼル発電機１台のみ津波の後も動作を継続した。
外部電源に加えて非常用交流電源、非常用直流電源を失ったことにより、福島第一原
子力発電所は原子炉への注水やプラント状態の監視・計測機能等の安全上重要な機能の
大部分を失った。

７ 事故概要については、東京電力㈱福島原子力発電所における事故調査・検証委員会（政府事故
調）報告書や東京電力㈱福島原子力事故調査報告書から一部引用している。

８ 福島第一原子力発電所４～６号機は定期検査で停止中だった。
９ 外部電源の供給は、新福島変電所からの大熊線１～４Ｌ、夜の森線１～２Ｌ、東北電力からの東
電原子力線の全７回線があったが、地震発生時、大熊線３Ｌは工事中、東電原子力線は普段使用
していなかった。使用可能であった５回線は全て受電できなくなった。

10 原子炉が設置されている敷地は、海抜約8.5ｍの高さにあるため8.5ｍ盤と呼ばれる。この他、免震
重要棟などが設置されている33.5ｍ盤、海水取水設備等が設置されている2.5ｍ盤がある。

11 東京電力が平成25（2013）年12月13日に公表した「福島原子力事故における未確認・未解明事項
の調査・検討結果」（以下「未解明事項調査」という。）において、電源喪失と津波到達はほぼ
同時であったことが報告されている。
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◯　１号機
１号機は、地震により外部電源を喪失したが、非常用
ディーゼル発電機が起動したことで電源が確保された。手
順に従い、非常用復水器を用いて炉心冷却を行った。
しかし、その後の津波の到達により、非常用ディーゼル
発電機や非常用直流電源等、全ての電源を喪失し、高圧・
低圧電源盤も使用不能となった。
これにより、監視・計測機能を失い、原子炉や非常用復
水器を始めとする重要設備の状態の確認ができず、非常用
復水器や高圧注水系等、高圧の原子炉を冷却可能な系統の
運転もできなくなった。

３月11日21時頃に原子炉建屋内の放射線量が上昇し、３
月12日２時には原子炉圧力が低下、格納容器圧力が上昇し
た。この時点で既に炉心が損傷（溶融）していたと推定さ
れている。
その後、格納容器圧力が設計圧力を超えたため、３月12
日格納容器ベント12が実施された。並行して消防車による淡
水注入が行われたが、原子炉内で大量に発生した水素が原
子炉建屋内に漏れ出し、３月12日15時36分頃、水素爆発が
発生し、原子炉建屋の上部が大きく壊れた。

燃料デブリは、炉内構造物や圧力容器底部も溶かして格
納容器底部へ落ち、ペデスタル床面のコンクリートを侵食
したと推定されている。
燃料デブリは、炉心部にはほぼ存在せず、ペデスタル内
側に大部分が存在し、ペデスタル開口部を通じてペデスタ
ル外側にまで広がった可能性があると推定されている。
格納容器の損傷により、閉じ込め機能が失われ、原子炉
注水冷却のために注入した水は、燃料デブリに触れて高濃
度に汚染され、格納容器から原子炉建屋へ漏えいし、汚染
水として建屋内に滞留した。

◯　２号機
２号機は１号機と同様、地震により外部電源を喪失した
が、非常用ディーゼル発電機が自動起動し、電源が確保さ
れた。
原子炉隔離時冷却系を起動し、原子炉の冷却を行ったが、
津波の到達により、非常用ディーゼル発電機等の電源を
喪失し、一部を除いて非常用直流電源や高圧・低圧電源盤、
監視・計測機能や操作機能、照明等も使用不可能となった
が、原子炉隔離時冷却系が電源喪失後も動作し続け、原子
炉への注水を続けた。
３月12日、使用可能と判明した低圧電源盤への電源車に
よる給電準備を進めていたが、同日15時36分に発生した
１号機原子炉建屋の水素爆発により電源ケーブルが損傷し、
給電不能の状態になった。
３月13日には、消防車による注水準備が進められるも、
翌14日11時１分に発生した３号機原子炉建屋の水素爆発に
より消防車が破損し、注水不能の状態となった。
さらに、同日13時25分には原子炉水位が低下したことが
確認され、原子炉隔離時冷却系が冷却機能を喪失したこと
が明らかとなった。主蒸気逃がし安全弁を用いて原子炉を
減圧し、消防車による注水を行う準備を進めたが、減圧に
時間がかかり注水できなかった。
格納容器圧力が高まったため、格納容器ベントを実施し
たが成功せず13、炉心損傷（溶融）に至った。格納容器か
ら原子炉建屋内に水素が漏えいしたと思われるが、建屋の
水素爆発は回避された。
この原因は、１号機の水素爆発の衝撃によって原子炉建屋側面のパネル（ブローアウ
トパネル）が開き、外部へ水素が排出されたためと推定されている。一方、２号機は、
格納容器ベントに失敗したことから、格納容器からの放射性物質の漏えいにより１～３
号機の中で最も多くの放射性物質が放出されたと推定されている。
燃料デブリは、炉心部にはほぼ存在せず、圧力容器底部に多く存在しているものの、
圧力容器底部を溶かし、一部がペデスタルへ落下していると推定されている。
１号機と同様に格納容器の閉じ込め機能が失われているため、高濃度汚染水が建屋内
に滞留した。

12 格納容器内の気体を大気中に放出する操作。圧力抑制室を経由するＳ/Ｃベントとドライウェルを
経由するＤ/Ｗベントがあり、Ｓ/Ｃベントは水による放射能低減が期待できる。１号機と３号機
で実施されたのはＳ/Ｃベントであり、２号機では両方とも失敗したと推測されている。

13 第３回未解明事項調査（平成27（2015）年５月20日）において、ラプチャーディスク（配管の大気
側と格納容器側を仕切る金属板でベント時に破裂して動作する）が作動しなかったことが示唆され
ている。

外部電源が喪失し、原子炉
冷却系が運転不能

炉心の損傷が進み、水素が発生

大量に発生した水素が原子炉
建屋内に漏えい

２号機の原子炉隔離時冷却系
の仕組み

２号機で実施のベントについて

２号機の原子炉格納容器が
破損し、放射性物質が放出
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◯　１号機
１号機は、地震により外部電源を喪失したが、非常用
ディーゼル発電機が起動したことで電源が確保された。手
順に従い、非常用復水器を用いて炉心冷却を行った。
しかし、その後の津波の到達により、非常用ディーゼル
発電機や非常用直流電源等、全ての電源を喪失し、高圧・
低圧電源盤も使用不能となった。
これにより、監視・計測機能を失い、原子炉や非常用復
水器を始めとする重要設備の状態の確認ができず、非常用
復水器や高圧注水系等、高圧の原子炉を冷却可能な系統の
運転もできなくなった。

３月11日21時頃に原子炉建屋内の放射線量が上昇し、３
月12日２時には原子炉圧力が低下、格納容器圧力が上昇し
た。この時点で既に炉心が損傷（溶融）していたと推定さ
れている。
その後、格納容器圧力が設計圧力を超えたため、３月12
日格納容器ベント12が実施された。並行して消防車による淡
水注入が行われたが、原子炉内で大量に発生した水素が原
子炉建屋内に漏れ出し、３月12日15時36分頃、水素爆発が
発生し、原子炉建屋の上部が大きく壊れた。

燃料デブリは、炉内構造物や圧力容器底部も溶かして格
納容器底部へ落ち、ペデスタル床面のコンクリートを侵食
したと推定されている。
燃料デブリは、炉心部にはほぼ存在せず、ペデスタル内
側に大部分が存在し、ペデスタル開口部を通じてペデスタ
ル外側にまで広がった可能性があると推定されている。
格納容器の損傷により、閉じ込め機能が失われ、原子炉
注水冷却のために注入した水は、燃料デブリに触れて高濃
度に汚染され、格納容器から原子炉建屋へ漏えいし、汚染
水として建屋内に滞留した。

◯　２号機
２号機は１号機と同様、地震により外部電源を喪失した
が、非常用ディーゼル発電機が自動起動し、電源が確保さ
れた。
原子炉隔離時冷却系を起動し、原子炉の冷却を行ったが、
津波の到達により、非常用ディーゼル発電機等の電源を
喪失し、一部を除いて非常用直流電源や高圧・低圧電源盤、
監視・計測機能や操作機能、照明等も使用不可能となった
が、原子炉隔離時冷却系が電源喪失後も動作し続け、原子
炉への注水を続けた。
３月12日、使用可能と判明した低圧電源盤への電源車に
よる給電準備を進めていたが、同日15時36分に発生した
１号機原子炉建屋の水素爆発により電源ケーブルが損傷し、
給電不能の状態になった。
３月13日には、消防車による注水準備が進められるも、
翌14日11時１分に発生した３号機原子炉建屋の水素爆発に
より消防車が破損し、注水不能の状態となった。
さらに、同日13時25分には原子炉水位が低下したことが
確認され、原子炉隔離時冷却系が冷却機能を喪失したこと
が明らかとなった。主蒸気逃がし安全弁を用いて原子炉を
減圧し、消防車による注水を行う準備を進めたが、減圧に
時間がかかり注水できなかった。
格納容器圧力が高まったため、格納容器ベントを実施し
たが成功せず13、炉心損傷（溶融）に至った。格納容器か
ら原子炉建屋内に水素が漏えいしたと思われるが、建屋の
水素爆発は回避された。
この原因は、１号機の水素爆発の衝撃によって原子炉建屋側面のパネル（ブローアウ
トパネル）が開き、外部へ水素が排出されたためと推定されている。一方、２号機は、
格納容器ベントに失敗したことから、格納容器からの放射性物質の漏えいにより１～３
号機の中で最も多くの放射性物質が放出されたと推定されている。
燃料デブリは、炉心部にはほぼ存在せず、圧力容器底部に多く存在しているものの、
圧力容器底部を溶かし、一部がペデスタルへ落下していると推定されている。
１号機と同様に格納容器の閉じ込め機能が失われているため、高濃度汚染水が建屋内
に滞留した。

12 格納容器内の気体を大気中に放出する操作。圧力抑制室を経由するＳ/Ｃベントとドライウェルを
経由するＤ/Ｗベントがあり、Ｓ/Ｃベントは水による放射能低減が期待できる。１号機と３号機
で実施されたのはＳ/Ｃベントであり、２号機では両方とも失敗したと推測されている。

13 第３回未解明事項調査（平成27（2015）年５月20日）において、ラプチャーディスク（配管の大気
側と格納容器側を仕切る金属板でベント時に破裂して動作する）が作動しなかったことが示唆され
ている。

外部電源が喪失し、原子炉
冷却系が運転不能

炉心の損傷が進み、水素が発生

大量に発生した水素が原子炉
建屋内に漏えい

２号機の原子炉隔離時冷却系
の仕組み

２号機で実施のベントについて

２号機の原子炉格納容器が
破損し、放射性物質が放出
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◯　３号機
３号機は、地震により全ての外部電源を失ったが、非常用ディーゼル発電機が自動起
動し、電源が確保された。
原子炉隔離時冷却系による冷却が行われたが、津波の到達により、非常用交流電源を
失うも、非常用直流電源は浸水を免れたため、原子炉隔離時冷却系や高圧注水系による
冷却を継続できただけでなく、計器類による原子炉の状態監視も続けることができた。
直流電源の消耗を抑えるため、原子炉隔離時冷却系が自動停止しないよう、注水テス
ト用の配管を利用して流量を調整しつつ運転を行ったが、３月12日に原子炉隔離時冷却
系が何らかの原因により自動停止した14。
原子炉隔離時冷却系を再起動しようとしたが起動できず、原子炉水位が低下し、高圧
注水系が自動起動した。高圧注水系も注水テスト用の配管を利用して運転を行った。高
圧注水系のタービンを駆動する原子炉蒸気の圧力が設計時の想定よりも低下したため、
高圧注水系の破損による原子炉蒸気の漏えいを危惧し、翌13日２時44分、高圧注水系を
手動停止した。
並行してディーゼル駆動消火ポンプによる低圧注水に切り替えるための準備が行われ
ていたが、主蒸気逃がし安全弁の開操作に失敗して減圧できず15、原子炉水位が低下し、
炉心損傷（溶融）に至った。
格納容器圧力も高まったため、格納容器ベントを実施した。
14日、主蒸気逃がし安全弁による減圧操作
に成功し、消防車による海水注入を実施した
が、格納容器から漏れ出した水素によって、
14日11時１分に水素爆発が発生し、原子炉建
屋の上部が大きく壊れた。
燃料デブリは、炉心部には、ほぼ存在せず、
圧力容器底部を溶かし、大部分がペデスタル
へ落下し、一部がペデスタル外側へ広がった
可能性があると推定されている。
１、２号機と同様に格納容器の閉じ込め機
能が失われているため、高濃度汚染水が建屋
内に滞留した。

◯　４号機
地震発生時、４号機は定期検査のため運転を
停止しており、原子炉の燃料は全て使用済燃料
プールに取り出された状態だった。
津波により全ての電源を喪失し、使用済燃料
プールの冷却機能が失われ、蒸発による水位低
下が懸念されていたが、水温等から燃料上端ま
で水位が低下するのは３月下旬と予想されてお
り、対応にはある程度の時間的余裕があった。
しかし、３号機の格納容器ベントに伴い、水
素を含むベントガスが排気管を通じて４号機に
流入し、３月15日６時14分、水素爆発が発生
し、原子炉建屋の上部が大きく壊れた。

◯　５号機
地震時、５号機は定期検査中で炉心に燃料が装荷された状態であった。５号機も地震
により外部電源を喪失したが、非常用ディーゼル発電機により電源が確保された。
その後の津波により、非常用ディーゼル発電機が使用不能となったが、非常用直流電
源は被水を免れ、監視計測機能は維持できた。
６号機の空冷式非常用ディーゼル発電機が使用可能な状態だったため、これを５号機
の高圧電源盤に接続し、交流電源を確保した。津波により使用不能となった海水ポン
プの代替設備として仮設ポンプを用いて、残留熱除去海水系を復旧し、冷温停止を維
持した。

◯　６号機
地震時、６号機は定期検査中で炉心に燃料が装荷された状態であった。６号機も地震
により外部電源を喪失したが、非常用ディーゼル発電機により電源が確保された。
その後の津波により、水冷式非常用ディーゼル発電機２台が使用不能となったが、空
冷式ディーゼル発電機１台が使用可能な状態を維持した。
高圧、低圧、直流の各電源盤も使用可能な状態であり、監視計測機能、操作機能とも
に維持できたが、海水ポンプが使用不能となったため、原子炉の除熱機能を喪失した。
使用不能となった海水ポンプの代替設備として仮設ポンプを用いて、残留熱除去海水系
を復旧し、冷温停止を維持した。

３号機建屋でベントを実施 

３号機建屋から４号機に水素が流入

14 第２回未解明事項調査（平成26（2014）年８月６日）において、圧力抑制室内の圧力が上昇した
ことにより原子炉隔離時冷却系タービンを駆動した蒸気が排気されにくくなったことが原因とし
て推測されている。

15 第４回未解明事項調査（平成27（2015）年12月17日）において、直流電源の電圧不足であったこ
とが示唆されている。
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◯　３号機
３号機は、地震により全ての外部電源を失ったが、非常用ディーゼル発電機が自動起
動し、電源が確保された。
原子炉隔離時冷却系による冷却が行われたが、津波の到達により、非常用交流電源を
失うも、非常用直流電源は浸水を免れたため、原子炉隔離時冷却系や高圧注水系による
冷却を継続できただけでなく、計器類による原子炉の状態監視も続けることができた。
直流電源の消耗を抑えるため、原子炉隔離時冷却系が自動停止しないよう、注水テス
ト用の配管を利用して流量を調整しつつ運転を行ったが、３月12日に原子炉隔離時冷却
系が何らかの原因により自動停止した14。
原子炉隔離時冷却系を再起動しようとしたが起動できず、原子炉水位が低下し、高圧
注水系が自動起動した。高圧注水系も注水テスト用の配管を利用して運転を行った。高
圧注水系のタービンを駆動する原子炉蒸気の圧力が設計時の想定よりも低下したため、
高圧注水系の破損による原子炉蒸気の漏えいを危惧し、翌13日２時44分、高圧注水系を
手動停止した。
並行してディーゼル駆動消火ポンプによる低圧注水に切り替えるための準備が行われ
ていたが、主蒸気逃がし安全弁の開操作に失敗して減圧できず15、原子炉水位が低下し、
炉心損傷（溶融）に至った。
格納容器圧力も高まったため、格納容器ベントを実施した。
14日、主蒸気逃がし安全弁による減圧操作
に成功し、消防車による海水注入を実施した
が、格納容器から漏れ出した水素によって、
14日11時１分に水素爆発が発生し、原子炉建
屋の上部が大きく壊れた。
燃料デブリは、炉心部には、ほぼ存在せず、
圧力容器底部を溶かし、大部分がペデスタル
へ落下し、一部がペデスタル外側へ広がった
可能性があると推定されている。
１、２号機と同様に格納容器の閉じ込め機
能が失われているため、高濃度汚染水が建屋
内に滞留した。

◯　４号機
地震発生時、４号機は定期検査のため運転を
停止しており、原子炉の燃料は全て使用済燃料
プールに取り出された状態だった。
津波により全ての電源を喪失し、使用済燃料
プールの冷却機能が失われ、蒸発による水位低
下が懸念されていたが、水温等から燃料上端ま
で水位が低下するのは３月下旬と予想されてお
り、対応にはある程度の時間的余裕があった。
しかし、３号機の格納容器ベントに伴い、水
素を含むベントガスが排気管を通じて４号機に
流入し、３月15日６時14分、水素爆発が発生
し、原子炉建屋の上部が大きく壊れた。

◯　５号機
地震時、５号機は定期検査中で炉心に燃料が装荷された状態であった。５号機も地震
により外部電源を喪失したが、非常用ディーゼル発電機により電源が確保された。
その後の津波により、非常用ディーゼル発電機が使用不能となったが、非常用直流電
源は被水を免れ、監視計測機能は維持できた。
６号機の空冷式非常用ディーゼル発電機が使用可能な状態だったため、これを５号機
の高圧電源盤に接続し、交流電源を確保した。津波により使用不能となった海水ポン
プの代替設備として仮設ポンプを用いて、残留熱除去海水系を復旧し、冷温停止を維
持した。

◯　６号機
地震時、６号機は定期検査中で炉心に燃料が装荷された状態であった。６号機も地震
により外部電源を喪失したが、非常用ディーゼル発電機により電源が確保された。
その後の津波により、水冷式非常用ディーゼル発電機２台が使用不能となったが、空
冷式ディーゼル発電機１台が使用可能な状態を維持した。
高圧、低圧、直流の各電源盤も使用可能な状態であり、監視計測機能、操作機能とも
に維持できたが、海水ポンプが使用不能となったため、原子炉の除熱機能を喪失した。
使用不能となった海水ポンプの代替設備として仮設ポンプを用いて、残留熱除去海水系
を復旧し、冷温停止を維持した。

３号機建屋でベントを実施 

３号機建屋から４号機に水素が流入

14 第２回未解明事項調査（平成26（2014）年８月６日）において、圧力抑制室内の圧力が上昇した
ことにより原子炉隔離時冷却系タービンを駆動した蒸気が排気されにくくなったことが原因とし
て推測されている。

15 第４回未解明事項調査（平成27（2015）年12月17日）において、直流電源の電圧不足であったこ
とが示唆されている。
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⑵　福島第二原子力発電所
福島第二原子力発電所は、原子炉建屋等の立地が海抜12ｍにあったことや、津波の高
さが福島第一原子力発電所よりも低かったことから、福島第一原子力発電所に比べると
被害は軽微だったものの、海水ポンプ等の損傷により、一時は原子炉格納容器の除熱が
出来ず、１、２、４号機では、原子力緊急事態宣言も発出されたが、海水ポンプの復旧
により過酷事故を回避した。
福島第二原子力発電所の外部電源は４回線あり16、地震により外部電源に影響があっ

たが１回線の受電を継続することができた。
福島第二原子力発電所の各号機には３台ずつ非常用ディーゼル発電機があった。１号
機は原子炉建屋の浸水、２号機は冷却用海水ポンプの使用不能により、３台とも動作不
能となった17。
海抜４ｍにあった海水熱交換器建屋の非常用電源盤は全ての号機で浸水し、３号機の
一部を除き機能喪失したことにより、１、２、４号機では、残留熱除去冷却海水ポンプ
が停止した。

18 １号機のみ格納容器圧力が設計圧力を超えた（最高使用圧力は超えていない）。

３　冷温停止へ至る道のり

◯　１号機
運転中であった１号機は地震により自動停止したが、津波により、非常用海水系の電
源盤やモーターが損傷し、原子炉を除熱することができなくなった。このため、主蒸気
逃がし安全弁により、原子炉蒸気を圧力抑制室に導き、減圧を行いつつ原子炉隔離時冷
却系（高圧注水系）、復水補給水系（低圧注水系）により、原子炉水位を維持した。し
かし、除熱機能の喪失により、格納容器圧力が上昇していった18ため、格納容器ベント
の準備が進められたが、海水ポンプ用モーター等の取り換えや約１kmにもわたる電源
ケーブルの引き直しなどにより、残留熱除去系を復旧させた。

○　２号機
運転中であった２号機は地震により自動停止したが、津波により非常用海水系の電源
盤やモーターが損傷し、原子炉を除熱することができなくなった。このため、１号機と
同様に原子炉への注水は可能であったが、除熱機能の喪失により格納容器圧力が上昇し
た。格納容器ベントの準備が進められたが、１号機と同様に残留熱除去系を復旧させた。

◯　３号機
運転中であった３号機は地震により自動停止し、原子炉隔離時冷却系、復水補給水系
による注水を行い、残留熱除去系による除熱機能も維持された。

◯　４号機
運転中であった４号機は地震により自動停止した。その後の進展は２号機と同様で
ある。

平成23（2011）年５月、国と東京電力は「東京電力㈱福島第一原子力発電所・事故の
収束に向けた道筋　当面の取組ロードマップ」をとりまとめ、１～４号機の事故の収束
に向けた取組を進めた。
同年７月にはステップ１「放射線量が着実に減少傾向にある」状況を達成し、同年12
月にはステップ２「放射性物質の放出が管理され、放射線量が大幅に抑えられている」
状況を達成した。

⑴　福島第一原子力発電所
○　１号機
・　原子炉の冷却

３月12日19時55分、内閣総理大臣が１号機原子炉への海水注入の指示を出し、20
時20分、消火系からの海水注入が開始された。仮設発電機や自家用車のバッテリー
等により断続的に水位計測等は行われていたものの、同月23日には、計器類が復旧

し、１号機の状態把握が可能となった。同日４時頃の原子炉内は400℃を超えてい
た。その後、炉内への注水量を増加させ、翌24日には229℃まで低下した。翌25
日、腐食などのトラブルを避けるため、圧力容器内への注水を海水から淡水へ切り
替えた。
同月29日には、消防車から仮設電動ポンプによる淡水注入へ切り替えた。４月３

日、原子炉圧力容器に淡水を注入する仮設ポンプの電源が、電源車から外部電源に
切り替えられた。６月には、水処理設備を用いてタービン建屋内の汚染水を汲み上
げ、浄化して原子炉に注水する循環注水冷却に切り替えられた。

・　使用済燃料プールの燃料
１号機の使用済燃料プールには392体の燃料集合体があったが、炉内から取り出

してから１年近くが経過しており、１～４号機の中で最も発熱が小さかった。３月
31日には、コンクリートポンプ車により使用済燃料プールへの放水が行われた。原
子炉建屋内にある使用済燃料プール冷却浄化系配管の周辺が比較的低線量であるこ
とが判明したため、仮設配管を敷設し、５月28日には使用済燃料プール冷却浄化系
配管からプールへの注水が行われ、翌日にはスキマサージタンクの水位が上昇した
ことが確認された。
８月10日、使用済燃料プールの冷却が、代替注水手段による淡水注入から熱交換

器による循環冷却へ切り替えられ、８月27日頃には定常状態（30℃）となった。な
お、１号機の使用済燃料プールには海水は注入されていない。
12月16日、内閣総理大臣より冷温停止状態が宣言された。

◯　２号機
・　原子炉の冷却

２号機は、津波到達前から動作していた原子炉隔離時冷却系により、全電源喪失
後も原子炉への注水を続けることができた。３月14日13時25分に、原子炉隔離時冷
却系が機能喪失したことが明らかになったことから、減圧、海水注入を開始した。
同月26日には中央制御室の照明が復帰し、圧力容器内への淡水の注入が可能となっ
た。４月25日、仮設電動ポンプによる淡水注入に切り替えた。

・　使用済燃料プールの燃料
３月19日、放射性廃棄物処理建屋にある使用済燃料プール冷却浄化系配管のフ

ローグラス部分を取り外し、消防車のポンプを接続して使用済燃料プールへの海水
注入を開始したが、ストレーナの詰まりにより漏えいが発生した。３月20日には、
使用済燃料プール冷却浄化系による海水40トンの注水が行われた。同月22日には、
海水注入により燃料プールが満水になり、水温も51℃になったと推定された。同月
25日にも海水の注入を実施し、２号機の使用済燃料プールへの海水注入は合計約88
トンとなった。
同月29日以降は使用済燃料プールへの注水は淡水に切り替えた。５月31日には循

環冷却装置の運用を開始し、６月５日には定常状態（30℃）となった。

12月16日、内閣総理大臣より冷温停止状態が宣言された。

◯　３号機
・　原子炉の冷却

３号機では、水素爆発が起きた翌日の３月15日に、炉心への海水の注水を開始し
た。同月25日、腐食などのトラブルを防ぐため、炉心への注水を海水から淡水に切
り替えた。

・　使用済燃料プールの燃料
使用済燃料プールについては、３月17日に、陸上自衛隊のヘリコプター２機が消
火バケットを使用し、４回計海水約30トンの放水を行った。また、警視庁機動隊の
高圧放水車が地上から海水約44トンの放水、自衛隊大型破壊機救難消防車が真水約
30トンの注水を行った。同月19日には東京消防庁の屈折放水塔車から毎分３トンの
海水を放水した。翌20日、東京消防庁のハイパーレスキュー隊が、使用済燃料プー
ルへ海水を６時間半放水した。同月22日、東京消防庁と大阪市消防庁が海水150ト
ンの放水を行った。同月27日からは、コンクリートポンプ車による淡水の放水を開
始した。４月26日からは、燃料プール冷却浄化系を用いて淡水注入を開始した。６
月30日には循環冷却装置の運用を開始し、７月７日には定常状態（30℃）となっ
た。３号機の使用済燃料プールへの海水注入は合計約525トンとなった。
12月16日、内閣総理大臣より冷温停止状態が宣言された。

◯　４号機
４号機は定期検査中であったため、原子炉内の燃料は使用済燃料プールに移されてお
り、1,535体の燃料があった。このため、建屋が水素爆発する前日の３月14日には、使
用済燃料プールの水温は約84℃まで上昇していた。
３月20日、21日に自衛隊高圧注水車により真水約250トンを使用済燃料プールへ放水
した。翌22日からは、大型コンクリートポンプ車を使った海水の放水を開始した。同
月30日、コンクリートポンプ車による放水を淡水に切り替え、６月14日まで計38回の
淡水の注入を行った。６月16日からは、コンクリートポンプ車に代えて、代替注水ラ
インによる淡水注水を開始した。７月31日には、代替注水手段による淡水注入から熱
交換器による循環冷却へ切り替えられ、８月３日には使用済燃料プールの水温は定常
状態（40℃）になった。４号機の使用済燃料プールへの海水注入は合計約450トンと
なった。
12月16日、内閣総理大臣より冷温停止状態が宣言された。

◯　５、６号機
３月19日、５号機仮設海水ポンプに仮設の電源車が接続され、残留熱除去系と使用済
燃料プール冷却系の機能が回復した。同日、６号機でも、残留熱除去系と使用済燃料
プール冷却系の機能が回復した。同月20日に冷温停止となった。

11

12

13

14

15

16 外部電源の供給は、岩井戸線１～２Ｌ及び富岡線１～２Ｌの４回線。このうち岩井戸線１Ｌは点検中で
あった。

17 外部電源が確保されたことから、これらのディーゼル発電機は必須ではなかった。
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⑵　福島第二原子力発電所
福島第二原子力発電所は、原子炉建屋等の立地が海抜12ｍにあったことや、津波の高
さが福島第一原子力発電所よりも低かったことから、福島第一原子力発電所に比べると
被害は軽微だったものの、海水ポンプ等の損傷により、一時は原子炉格納容器の除熱が
出来ず、１、２、４号機では、原子力緊急事態宣言も発出されたが、海水ポンプの復旧
により過酷事故を回避した。
福島第二原子力発電所の外部電源は４回線あり16、地震により外部電源に影響があっ

たが１回線の受電を継続することができた。
福島第二原子力発電所の各号機には３台ずつ非常用ディーゼル発電機があった。１号
機は原子炉建屋の浸水、２号機は冷却用海水ポンプの使用不能により、３台とも動作不
能となった17。
海抜４ｍにあった海水熱交換器建屋の非常用電源盤は全ての号機で浸水し、３号機の
一部を除き機能喪失したことにより、１、２、４号機では、残留熱除去冷却海水ポンプ
が停止した。

18 １号機のみ格納容器圧力が設計圧力を超えた（最高使用圧力は超えていない）。

３　冷温停止へ至る道のり

◯　１号機
運転中であった１号機は地震により自動停止したが、津波により、非常用海水系の電
源盤やモーターが損傷し、原子炉を除熱することができなくなった。このため、主蒸気
逃がし安全弁により、原子炉蒸気を圧力抑制室に導き、減圧を行いつつ原子炉隔離時冷
却系（高圧注水系）、復水補給水系（低圧注水系）により、原子炉水位を維持した。し
かし、除熱機能の喪失により、格納容器圧力が上昇していった18ため、格納容器ベント
の準備が進められたが、海水ポンプ用モーター等の取り換えや約１kmにもわたる電源
ケーブルの引き直しなどにより、残留熱除去系を復旧させた。

○　２号機
運転中であった２号機は地震により自動停止したが、津波により非常用海水系の電源
盤やモーターが損傷し、原子炉を除熱することができなくなった。このため、１号機と
同様に原子炉への注水は可能であったが、除熱機能の喪失により格納容器圧力が上昇し
た。格納容器ベントの準備が進められたが、１号機と同様に残留熱除去系を復旧させた。

◯　３号機
運転中であった３号機は地震により自動停止し、原子炉隔離時冷却系、復水補給水系
による注水を行い、残留熱除去系による除熱機能も維持された。

◯　４号機
運転中であった４号機は地震により自動停止した。その後の進展は２号機と同様で
ある。

平成23（2011）年５月、国と東京電力は「東京電力㈱福島第一原子力発電所・事故の
収束に向けた道筋　当面の取組ロードマップ」をとりまとめ、１～４号機の事故の収束
に向けた取組を進めた。
同年７月にはステップ１「放射線量が着実に減少傾向にある」状況を達成し、同年12
月にはステップ２「放射性物質の放出が管理され、放射線量が大幅に抑えられている」
状況を達成した。

⑴　福島第一原子力発電所
○　１号機
・　原子炉の冷却

３月12日19時55分、内閣総理大臣が１号機原子炉への海水注入の指示を出し、20
時20分、消火系からの海水注入が開始された。仮設発電機や自家用車のバッテリー
等により断続的に水位計測等は行われていたものの、同月23日には、計器類が復旧

し、１号機の状態把握が可能となった。同日４時頃の原子炉内は400℃を超えてい
た。その後、炉内への注水量を増加させ、翌24日には229℃まで低下した。翌25
日、腐食などのトラブルを避けるため、圧力容器内への注水を海水から淡水へ切り
替えた。
同月29日には、消防車から仮設電動ポンプによる淡水注入へ切り替えた。４月３

日、原子炉圧力容器に淡水を注入する仮設ポンプの電源が、電源車から外部電源に
切り替えられた。６月には、水処理設備を用いてタービン建屋内の汚染水を汲み上
げ、浄化して原子炉に注水する循環注水冷却に切り替えられた。

・　使用済燃料プールの燃料
１号機の使用済燃料プールには392体の燃料集合体があったが、炉内から取り出

してから１年近くが経過しており、１～４号機の中で最も発熱が小さかった。３月
31日には、コンクリートポンプ車により使用済燃料プールへの放水が行われた。原
子炉建屋内にある使用済燃料プール冷却浄化系配管の周辺が比較的低線量であるこ
とが判明したため、仮設配管を敷設し、５月28日には使用済燃料プール冷却浄化系
配管からプールへの注水が行われ、翌日にはスキマサージタンクの水位が上昇した
ことが確認された。
８月10日、使用済燃料プールの冷却が、代替注水手段による淡水注入から熱交換

器による循環冷却へ切り替えられ、８月27日頃には定常状態（30℃）となった。な
お、１号機の使用済燃料プールには海水は注入されていない。
12月16日、内閣総理大臣より冷温停止状態が宣言された。

◯　２号機
・　原子炉の冷却

２号機は、津波到達前から動作していた原子炉隔離時冷却系により、全電源喪失
後も原子炉への注水を続けることができた。３月14日13時25分に、原子炉隔離時冷
却系が機能喪失したことが明らかになったことから、減圧、海水注入を開始した。
同月26日には中央制御室の照明が復帰し、圧力容器内への淡水の注入が可能となっ
た。４月25日、仮設電動ポンプによる淡水注入に切り替えた。

・　使用済燃料プールの燃料
３月19日、放射性廃棄物処理建屋にある使用済燃料プール冷却浄化系配管のフ

ローグラス部分を取り外し、消防車のポンプを接続して使用済燃料プールへの海水
注入を開始したが、ストレーナの詰まりにより漏えいが発生した。３月20日には、
使用済燃料プール冷却浄化系による海水40トンの注水が行われた。同月22日には、
海水注入により燃料プールが満水になり、水温も51℃になったと推定された。同月
25日にも海水の注入を実施し、２号機の使用済燃料プールへの海水注入は合計約88
トンとなった。
同月29日以降は使用済燃料プールへの注水は淡水に切り替えた。５月31日には循

環冷却装置の運用を開始し、６月５日には定常状態（30℃）となった。

12月16日、内閣総理大臣より冷温停止状態が宣言された。

◯　３号機
・　原子炉の冷却

３号機では、水素爆発が起きた翌日の３月15日に、炉心への海水の注水を開始し
た。同月25日、腐食などのトラブルを防ぐため、炉心への注水を海水から淡水に切
り替えた。

・　使用済燃料プールの燃料
使用済燃料プールについては、３月17日に、陸上自衛隊のヘリコプター２機が消

火バケットを使用し、４回計海水約30トンの放水を行った。また、警視庁機動隊の
高圧放水車が地上から海水約44トンの放水、自衛隊大型破壊機救難消防車が真水約
30トンの注水を行った。同月19日には東京消防庁の屈折放水塔車から毎分３トンの
海水を放水した。翌20日、東京消防庁のハイパーレスキュー隊が、使用済燃料プー
ルへ海水を６時間半放水した。同月22日、東京消防庁と大阪市消防庁が海水150ト
ンの放水を行った。同月27日からは、コンクリートポンプ車による淡水の放水を開
始した。４月26日からは、燃料プール冷却浄化系を用いて淡水注入を開始した。６
月30日には循環冷却装置の運用を開始し、７月７日には定常状態（30℃）となっ
た。３号機の使用済燃料プールへの海水注入は合計約525トンとなった。
12月16日、内閣総理大臣より冷温停止状態が宣言された。

◯　４号機
４号機は定期検査中であったため、原子炉内の燃料は使用済燃料プールに移されてお
り、1,535体の燃料があった。このため、建屋が水素爆発する前日の３月14日には、使
用済燃料プールの水温は約84℃まで上昇していた。
３月20日、21日に自衛隊高圧注水車により真水約250トンを使用済燃料プールへ放水
した。翌22日からは、大型コンクリートポンプ車を使った海水の放水を開始した。同
月30日、コンクリートポンプ車による放水を淡水に切り替え、６月14日まで計38回の
淡水の注入を行った。６月16日からは、コンクリートポンプ車に代えて、代替注水ラ
インによる淡水注水を開始した。７月31日には、代替注水手段による淡水注入から熱
交換器による循環冷却へ切り替えられ、８月３日には使用済燃料プールの水温は定常
状態（40℃）になった。４号機の使用済燃料プールへの海水注入は合計約450トンと
なった。
12月16日、内閣総理大臣より冷温停止状態が宣言された。

◯　５、６号機
３月19日、５号機仮設海水ポンプに仮設の電源車が接続され、残留熱除去系と使用済
燃料プール冷却系の機能が回復した。同日、６号機でも、残留熱除去系と使用済燃料
プール冷却系の機能が回復した。同月20日に冷温停止となった。
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16 外部電源の供給は、岩井戸線１～２Ｌ及び富岡線１～２Ｌの４回線。このうち岩井戸線１Ｌは点検中で
あった。

17 外部電源が確保されたことから、これらのディーゼル発電機は必須ではなかった。
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◯　１号機
運転中であった１号機は地震により自動停止したが、津波により、非常用海水系の電
源盤やモーターが損傷し、原子炉を除熱することができなくなった。このため、主蒸気
逃がし安全弁により、原子炉蒸気を圧力抑制室に導き、減圧を行いつつ原子炉隔離時冷
却系（高圧注水系）、復水補給水系（低圧注水系）により、原子炉水位を維持した。し
かし、除熱機能の喪失により、格納容器圧力が上昇していった18ため、格納容器ベント
の準備が進められたが、海水ポンプ用モーター等の取り換えや約１kmにもわたる電源
ケーブルの引き直しなどにより、残留熱除去系を復旧させた。

○　２号機
運転中であった２号機は地震により自動停止したが、津波により非常用海水系の電源
盤やモーターが損傷し、原子炉を除熱することができなくなった。このため、１号機と
同様に原子炉への注水は可能であったが、除熱機能の喪失により格納容器圧力が上昇し
た。格納容器ベントの準備が進められたが、１号機と同様に残留熱除去系を復旧させた。

◯　３号機
運転中であった３号機は地震により自動停止し、原子炉隔離時冷却系、復水補給水系
による注水を行い、残留熱除去系による除熱機能も維持された。

◯　４号機
運転中であった４号機は地震により自動停止した。その後の進展は２号機と同様で
ある。

平成23（2011）年５月、国と東京電力は「東京電力㈱福島第一原子力発電所・事故の
収束に向けた道筋　当面の取組ロードマップ」をとりまとめ、１～４号機の事故の収束
に向けた取組を進めた。
同年７月にはステップ１「放射線量が着実に減少傾向にある」状況を達成し、同年12
月にはステップ２「放射性物質の放出が管理され、放射線量が大幅に抑えられている」
状況を達成した。

⑴　福島第一原子力発電所
○　１号機
・　原子炉の冷却

３月12日19時55分、内閣総理大臣が１号機原子炉への海水注入の指示を出し、20
時20分、消火系からの海水注入が開始された。仮設発電機や自家用車のバッテリー
等により断続的に水位計測等は行われていたものの、同月23日には、計器類が復旧

し、１号機の状態把握が可能となった。同日４時頃の原子炉内は400℃を超えてい
た。その後、炉内への注水量を増加させ、翌24日には229℃まで低下した。翌25
日、腐食などのトラブルを避けるため、圧力容器内への注水を海水から淡水へ切り
替えた。
同月29日には、消防車から仮設電動ポンプによる淡水注入へ切り替えた。４月３

日、原子炉圧力容器に淡水を注入する仮設ポンプの電源が、電源車から外部電源に
切り替えられた。６月には、水処理設備を用いてタービン建屋内の汚染水を汲み上
げ、浄化して原子炉に注水する循環注水冷却に切り替えられた。

・　使用済燃料プールの燃料
１号機の使用済燃料プールには392体の燃料集合体があったが、炉内から取り出

してから１年近くが経過しており、１～４号機の中で最も発熱が小さかった。３月
31日には、コンクリートポンプ車により使用済燃料プールへの放水が行われた。原
子炉建屋内にある使用済燃料プール冷却浄化系配管の周辺が比較的低線量であるこ
とが判明したため、仮設配管を敷設し、５月28日には使用済燃料プール冷却浄化系
配管からプールへの注水が行われ、翌日にはスキマサージタンクの水位が上昇した
ことが確認された。
８月10日、使用済燃料プールの冷却が、代替注水手段による淡水注入から熱交換

器による循環冷却へ切り替えられ、８月27日頃には定常状態（30℃）となった。な
お、１号機の使用済燃料プールには海水は注入されていない。
12月16日、内閣総理大臣より冷温停止状態が宣言された。

◯　２号機
・　原子炉の冷却

２号機は、津波到達前から動作していた原子炉隔離時冷却系により、全電源喪失
後も原子炉への注水を続けることができた。３月14日13時25分に、原子炉隔離時冷
却系が機能喪失したことが明らかになったことから、減圧、海水注入を開始した。
同月26日には中央制御室の照明が復帰し、圧力容器内への淡水の注入が可能となっ
た。４月25日、仮設電動ポンプによる淡水注入に切り替えた。

・　使用済燃料プールの燃料
３月19日、放射性廃棄物処理建屋にある使用済燃料プール冷却浄化系配管のフ

ローグラス部分を取り外し、消防車のポンプを接続して使用済燃料プールへの海水
注入を開始したが、ストレーナの詰まりにより漏えいが発生した。３月20日には、
使用済燃料プール冷却浄化系による海水40トンの注水が行われた。同月22日には、
海水注入により燃料プールが満水になり、水温も51℃になったと推定された。同月
25日にも海水の注入を実施し、２号機の使用済燃料プールへの海水注入は合計約88
トンとなった。
同月29日以降は使用済燃料プールへの注水は淡水に切り替えた。５月31日には循

環冷却装置の運用を開始し、６月５日には定常状態（30℃）となった。

12月16日、内閣総理大臣より冷温停止状態が宣言された。

◯　３号機
・　原子炉の冷却

３号機では、水素爆発が起きた翌日の３月15日に、炉心への海水の注水を開始し
た。同月25日、腐食などのトラブルを防ぐため、炉心への注水を海水から淡水に切
り替えた。

・　使用済燃料プールの燃料
使用済燃料プールについては、３月17日に、陸上自衛隊のヘリコプター２機が消
火バケットを使用し、４回計海水約30トンの放水を行った。また、警視庁機動隊の
高圧放水車が地上から海水約44トンの放水、自衛隊大型破壊機救難消防車が真水約
30トンの注水を行った。同月19日には東京消防庁の屈折放水塔車から毎分３トンの
海水を放水した。翌20日、東京消防庁のハイパーレスキュー隊が、使用済燃料プー
ルへ海水を６時間半放水した。同月22日、東京消防庁と大阪市消防庁が海水150ト
ンの放水を行った。同月27日からは、コンクリートポンプ車による淡水の放水を開
始した。４月26日からは、燃料プール冷却浄化系を用いて淡水注入を開始した。６
月30日には循環冷却装置の運用を開始し、７月７日には定常状態（30℃）となっ
た。３号機の使用済燃料プールへの海水注入は合計約525トンとなった。
12月16日、内閣総理大臣より冷温停止状態が宣言された。

◯　４号機
４号機は定期検査中であったため、原子炉内の燃料は使用済燃料プールに移されてお
り、1,535体の燃料があった。このため、建屋が水素爆発する前日の３月14日には、使
用済燃料プールの水温は約84℃まで上昇していた。
３月20日、21日に自衛隊高圧注水車により真水約250トンを使用済燃料プールへ放水
した。翌22日からは、大型コンクリートポンプ車を使った海水の放水を開始した。同
月30日、コンクリートポンプ車による放水を淡水に切り替え、６月14日まで計38回の
淡水の注入を行った。６月16日からは、コンクリートポンプ車に代えて、代替注水ラ
インによる淡水注水を開始した。７月31日には、代替注水手段による淡水注入から熱
交換器による循環冷却へ切り替えられ、８月３日には使用済燃料プールの水温は定常
状態（40℃）になった。４号機の使用済燃料プールへの海水注入は合計約450トンと
なった。
12月16日、内閣総理大臣より冷温停止状態が宣言された。

◯　５、６号機
３月19日、５号機仮設海水ポンプに仮設の電源車が接続され、残留熱除去系と使用済
燃料プール冷却系の機能が回復した。同日、６号機でも、残留熱除去系と使用済燃料
プール冷却系の機能が回復した。同月20日に冷温停止となった。
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◯　１号機
運転中であった１号機は地震により自動停止したが、津波により、非常用海水系の電
源盤やモーターが損傷し、原子炉を除熱することができなくなった。このため、主蒸気
逃がし安全弁により、原子炉蒸気を圧力抑制室に導き、減圧を行いつつ原子炉隔離時冷
却系（高圧注水系）、復水補給水系（低圧注水系）により、原子炉水位を維持した。し
かし、除熱機能の喪失により、格納容器圧力が上昇していった18ため、格納容器ベント
の準備が進められたが、海水ポンプ用モーター等の取り換えや約１kmにもわたる電源
ケーブルの引き直しなどにより、残留熱除去系を復旧させた。

○　２号機
運転中であった２号機は地震により自動停止したが、津波により非常用海水系の電源
盤やモーターが損傷し、原子炉を除熱することができなくなった。このため、１号機と
同様に原子炉への注水は可能であったが、除熱機能の喪失により格納容器圧力が上昇し
た。格納容器ベントの準備が進められたが、１号機と同様に残留熱除去系を復旧させた。

◯　３号機
運転中であった３号機は地震により自動停止し、原子炉隔離時冷却系、復水補給水系
による注水を行い、残留熱除去系による除熱機能も維持された。

◯　４号機
運転中であった４号機は地震により自動停止した。その後の進展は２号機と同様で
ある。

平成23（2011）年５月、国と東京電力は「東京電力㈱福島第一原子力発電所・事故の
収束に向けた道筋　当面の取組ロードマップ」をとりまとめ、１～４号機の事故の収束
に向けた取組を進めた。
同年７月にはステップ１「放射線量が着実に減少傾向にある」状況を達成し、同年12
月にはステップ２「放射性物質の放出が管理され、放射線量が大幅に抑えられている」
状況を達成した。

⑴　福島第一原子力発電所
○　１号機
・　原子炉の冷却

３月12日19時55分、内閣総理大臣が１号機原子炉への海水注入の指示を出し、20
時20分、消火系からの海水注入が開始された。仮設発電機や自家用車のバッテリー
等により断続的に水位計測等は行われていたものの、同月23日には、計器類が復旧

し、１号機の状態把握が可能となった。同日４時頃の原子炉内は400℃を超えてい
た。その後、炉内への注水量を増加させ、翌24日には229℃まで低下した。翌25
日、腐食などのトラブルを避けるため、圧力容器内への注水を海水から淡水へ切り
替えた。
同月29日には、消防車から仮設電動ポンプによる淡水注入へ切り替えた。４月３

日、原子炉圧力容器に淡水を注入する仮設ポンプの電源が、電源車から外部電源に
切り替えられた。６月には、水処理設備を用いてタービン建屋内の汚染水を汲み上
げ、浄化して原子炉に注水する循環注水冷却に切り替えられた。

・　使用済燃料プールの燃料
１号機の使用済燃料プールには392体の燃料集合体があったが、炉内から取り出

してから１年近くが経過しており、１～４号機の中で最も発熱が小さかった。３月
31日には、コンクリートポンプ車により使用済燃料プールへの放水が行われた。原
子炉建屋内にある使用済燃料プール冷却浄化系配管の周辺が比較的低線量であるこ
とが判明したため、仮設配管を敷設し、５月28日には使用済燃料プール冷却浄化系
配管からプールへの注水が行われ、翌日にはスキマサージタンクの水位が上昇した
ことが確認された。
８月10日、使用済燃料プールの冷却が、代替注水手段による淡水注入から熱交換

器による循環冷却へ切り替えられ、８月27日頃には定常状態（30℃）となった。な
お、１号機の使用済燃料プールには海水は注入されていない。
12月16日、内閣総理大臣より冷温停止状態が宣言された。

◯　２号機
・　原子炉の冷却

２号機は、津波到達前から動作していた原子炉隔離時冷却系により、全電源喪失
後も原子炉への注水を続けることができた。３月14日13時25分に、原子炉隔離時冷
却系が機能喪失したことが明らかになったことから、減圧、海水注入を開始した。
同月26日には中央制御室の照明が復帰し、圧力容器内への淡水の注入が可能となっ
た。４月25日、仮設電動ポンプによる淡水注入に切り替えた。

・　使用済燃料プールの燃料
３月19日、放射性廃棄物処理建屋にある使用済燃料プール冷却浄化系配管のフ

ローグラス部分を取り外し、消防車のポンプを接続して使用済燃料プールへの海水
注入を開始したが、ストレーナの詰まりにより漏えいが発生した。３月20日には、
使用済燃料プール冷却浄化系による海水40トンの注水が行われた。同月22日には、
海水注入により燃料プールが満水になり、水温も51℃になったと推定された。同月
25日にも海水の注入を実施し、２号機の使用済燃料プールへの海水注入は合計約88
トンとなった。
同月29日以降は使用済燃料プールへの注水は淡水に切り替えた。５月31日には循

環冷却装置の運用を開始し、６月５日には定常状態（30℃）となった。

12月16日、内閣総理大臣より冷温停止状態が宣言された。

◯　３号機
・　原子炉の冷却

３号機では、水素爆発が起きた翌日の３月15日に、炉心への海水の注水を開始し
た。同月25日、腐食などのトラブルを防ぐため、炉心への注水を海水から淡水に切
り替えた。

・　使用済燃料プールの燃料
使用済燃料プールについては、３月17日に、陸上自衛隊のヘリコプター２機が消

火バケットを使用し、４回計海水約30トンの放水を行った。また、警視庁機動隊の
高圧放水車が地上から海水約44トンの放水、自衛隊大型破壊機救難消防車が真水約
30トンの注水を行った。同月19日には東京消防庁の屈折放水塔車から毎分３トンの
海水を放水した。翌20日、東京消防庁のハイパーレスキュー隊が、使用済燃料プー
ルへ海水を６時間半放水した。同月22日、東京消防庁と大阪市消防庁が海水150ト
ンの放水を行った。同月27日からは、コンクリートポンプ車による淡水の放水を開
始した。４月26日からは、燃料プール冷却浄化系を用いて淡水注入を開始した。６
月30日には循環冷却装置の運用を開始し、７月７日には定常状態（30℃）となっ
た。３号機の使用済燃料プールへの海水注入は合計約525トンとなった。
12月16日、内閣総理大臣より冷温停止状態が宣言された。

◯　４号機
４号機は定期検査中であったため、原子炉内の燃料は使用済燃料プールに移されてお
り、1,535体の燃料があった。このため、建屋が水素爆発する前日の３月14日には、使
用済燃料プールの水温は約84℃まで上昇していた。
３月20日、21日に自衛隊高圧注水車により真水約250トンを使用済燃料プールへ放水
した。翌22日からは、大型コンクリートポンプ車を使った海水の放水を開始した。同
月30日、コンクリートポンプ車による放水を淡水に切り替え、６月14日まで計38回の
淡水の注入を行った。６月16日からは、コンクリートポンプ車に代えて、代替注水ラ
インによる淡水注水を開始した。７月31日には、代替注水手段による淡水注入から熱
交換器による循環冷却へ切り替えられ、８月３日には使用済燃料プールの水温は定常
状態（40℃）になった。４号機の使用済燃料プールへの海水注入は合計約450トンと
なった。
12月16日、内閣総理大臣より冷温停止状態が宣言された。

◯　５、６号機
３月19日、５号機仮設海水ポンプに仮設の電源車が接続され、残留熱除去系と使用済
燃料プール冷却系の機能が回復した。同日、６号機でも、残留熱除去系と使用済燃料
プール冷却系の機能が回復した。同月20日に冷温停止となった。
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図　福島第一原子力発電所の廃炉に向けた政府の体制の一覧

図　福島第一原子力発電所の廃炉に向けた東京電力及び関係機関の役割とその関係
（経済産業省資源エネルギー庁、「廃炉の大切な話」（2024年３月版）より引用）

⑵　福島第二原子力発電所
残留熱除去系を失わなかった３号機は３月12日に、残留熱除去系を復旧させた１号機
及び２号機は３月14日に、そして４号機は３月15日に冷温停止を達成した。

第５　福島第一原子力発電所の現状について

１　廃炉に向けた東京電力、関係機関の役割及び連携
福島第一原子力発電所の廃炉に向けた国等の組織の体制と組織間の連携を、下図に示
す。また、廃炉に向けた政府等の組織の役割及び計画を、以下の⑴～⑸に示す。
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